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概要： 

題が生じ

治体のニ

クオフフ

１.はじめ

高度経

国のイン

対する懸

中央自動

落下事故

た。平成

基本計画

定された

後、戦略

めにイン

の設立が

しい財政

地方自治

地域の担

問題とし

フラメン

イノベー

ムとして

ナンス国

の下で設

 

２.九州

インフ

目的とし

の普及、

体への支

普及、⑤

推進、の

インフ

九州大学名誉

現在、我が国

じている。そこ

ニーズとのマッ

フォーラム、第

めに  

経済成長期に

ンフラが今後

懸念は以前か

動車道笹子ト

故を契機とし

成 25 年に政府

画が策定され

た日本再興戦

略的にインフ

ンフラメンテ

が明記された

政情勢の中、

治体の技術者

担い手確保な

して産官学民

ンテナンスの

ーションの推

て、平成 28 

国民会議 (冨

設立された 1)

フォーラム

フラメンテナ

して、①イン

② 企業等の

支援、④イン

⑤インフラメ

の 5項目が掲

フラメン

誉教授（大分

国のインフラは

こで、九州地方

ッチングを行い

第一回ピッチイ

に集中的に整

後急速に老朽

からあったが

トンネルで起

して大きく情

府によるイ

れ、平成 27 年

戦略改訂 2015

ラメンテナ

テナンス国民

た。そして、少

維持管理に係

者不足、メンテ

など、きわめて

民が一丸とし

の理念普及、課

推進を図るプ

年 11 月にイ

冨山和彦会長

 。  

の設立  

ナンス国民会

フラメンテ

の連携の促進

フラメンテナ

ンテナンスへ

掲げられた。そ

テナンス

日野伸

分工業高等

は急速な老朽化

方のインフラメ

い、課題解決策

イベントを通し

整備された我

朽化すること

、平成 24 年

起こった天井

情勢が動き出

ンフラ長寿命

年 6 月に閣議

5 において、

ンスに取組む

民会議 (仮

少子高齢化で

係る予算の確

テナンス産業

て重要な社会

て取組み、イ

課題解決およ

プラットフォ

インフラメン

長) が政府主

会議の設立時

ンナンスの理

進、③地方自

ナンスの理念

への市民参画

その活動を全

国民会議

伸一 1、増野

専門学校）

 

化が進み、維持

メンテナンスに

策を見出すこと

してメンテナン

 

我が

とに

年に

井板

出し

命化

議決

、今

むた

仮称) 

で厳

確保、

業や

会的

イン

よび

ォー

ンテ

主導

時の

理念

自治

念の

画の

全国

的に

ォー

九

番目

月

た。

が発

様を

月

方自

体、

九

ンテ

と産

した

援や

た情

取組

など

した

ラン

及び

議九州フォ

野希陸 2 

1 、株式会

持管理費の増大

において、民間

とが本フォーラ

ンス産業の活性

に普及推進す

ーラムが設立

九州フォーラ

目の地方フォ

17 日に設置

現在の地方

発足している

を示す。準備

1日現在にお

自治体 16 機

個人 4名の

九州フォーラ

テナンス国民

産官学民の連

たインフラメ

や新技術開発

情報交換、ベ

組みのマッチ

どについて活

た。また、九

ンティア精神

び事務局を兼

写真－1 九

ォーラムの

社福山コン

大、将来的な担

間企業の多様な

ラムの目的であ

性化に向けた活

するため、各

立された。  

ラムは、近畿

ォーラムとし

置準備会経て

方フォーラム

る。写真－1

備会開催の直

おける九州在

関、民間企業

の合計 45 者で

ラムの設立に

民会議が掲げ

連携を軸に、

メンテナンス

発ならびにそ

ベストプラク

チングによ

活動を展開

九州フォーラ

神をもった会

兼ねる企画委

九州フォーラ

の設立 

ンサルタント

担い手不足等様

な技術に対し、

ある。初年度は

活動を行った。

各地域におい

畿、四国に次

して、平成 3

て、事実上設

ム数は全国 1

に設立準備

直前、平成 2

在住の会員数

業 20 社、団

であった。 

にあたり、イ

げた上記5項

九州の地域

スに関する

その社会実

クティスの水

る課題解決

していくこ

ラムの活動に

会員を募り、

委員を選出し

ラム設立準備

ト 2 

様々な問

地方自

は、キッ

 

いて地方フ

次いで 3 

30 年 1 

設立され

10 団体

備会の模

9 年 12 

数は、地

団体 5 団

 

ンフラメ

項目の目的

域性を重視

自治体支

装に向け

水平展開、

策の構築

とを決定

に熱意とボ

リーダー

した。 

 

備会 



その結果

校長）が

体および

州フォー

フォーラ

め、企画

ッチング

ユニット

するとと

密に連携

在の企画

メンター

ている。

る九州フ

は、九州

る。 

 

３.キッ

九州フ

一弾とし

て、キッ

テーマは

スの現状

フォーラ

は 253 名

収容定員

締め切る

ことから

ついての

図

果、日野伸一

がリーダーに

び企業 6社が

ーラムの運営

ラムとしての

画運営会議の

グ、広報、イ

トを設けて業

もに、国土

携しながら運

画運営会議の

ーも含め、約

また、平成

フォーラムに

州の全県庁を

クオフフォ

フォーラムと

して、平成 30

クオフフォ

は、「九州にお

状と課題」で

ラムのポスタ

名で、事前申

員を上回った

るほどの盛況

らも、社会的

の関心の深さ

－1 企画運

氏（大分工業

、また個人

が企画委員に

営組織構成を

の活動を活発

中に、自治体

ベントおよび

業務を分担す

交通省九州地

運営していく

のメンバーは

約 30 名、22 機

31 年 2 月 2

に所属する地

を含む 83 自治

ーラム 

としての対外

0年 7 月 30

ーラムが開催

おけるインフ

である。図－

ーを示す。当

し込みの段階

たために、途

況であった(写

なインフラメ

さが伺われる

運営会議の組

業高等専門学

2名、団体

選出された。

図－1に示す

に推進するた

体支援、技術

び連絡調整の

る体制を構築

地方整備局と

こととした。

、学識経験者

機関で構成さ

27 日現在にお

方自治体会員

治体となって

外的な活動の

日に福岡市内

催された。そ

フラメンテナ

2 にキックオ

当日の参加者

階で早々に会

中で参加受付

写真－2)。こ

メンテナンス

るものであっ

組織体制 

学校

3団

。九

す 2) 。

た

術マ

の各

築

と緊

。現

者の

され

おけ

員

てい

の第

内に

その

ナン

オフ

者数

会場

付を

この

スに

った。

参加

自治

名、

65％

演・

全域

フ

総合

フラ

革命

に

り組

をし

 

図

加者の内訳と

治体からの参

また県別で

％が福岡県以

・講習会やシ

域からの参加

フォーラムで

合政策局の吉

ラを取り巻

命」、長崎市

「長崎市にお

組みについて

して戴いたの

図－2 キック

写真－2 キ

として、所属

参加者が全体

では福岡県内

以外の九州 6

シンポジウム

加状況であっ

では、第 1部

吉田邦信事業

く状況とイ

市中央総合事

おけるインフ

て」と題して

のち、第 2 部

クオフフォー

 

キックオフフ

属別では国お

体の約1/4に

内が 35％で

6県に分布し

ムではみられ

った。  

部として、国

業総括調整官

ンフラメン

事務所の森尾

フラメンテナ

て、それぞれ

部として、各

ーラムのポス

フォーラムの

および地方

あたる62 

で、残りの 

し、他の講

れない九州

国土交通省

官に「イン

テナンス

尾宜紀理事

ナンスの取

れ基調講演

各界から 6

 

スター 

 

の会場 



名のパネ

への期待

が行われ

写真－3

れ、地方

進的な自

平展開す

割である

民間の新

ことが必

九州から

数多くの

フォーラ

ラムに対

体へは抱

るインフ

のアンケ

後の九州

いと考え

 

４.第一

九州フ

して、平

第1回ピ

ーズの深

3に、そ

各地方

ト結果を

の今後の

治体から

企業から

部では、

ネリストをお

待」と題して

れた。パネル

示す。会場

自治体の厳

自治体の取り

する場となる

る」、「行政が

新しいイノベ

必要だ」、「産

ら新しい風を

の有用な意見

ラム開催に合

対する期待、

抱えるニーズ

フラメンテナ

ケート調査を

州フォーラム

えている。 

回ピッチイ

フォーラムの

平成 31 年 1 

ピッチイベン

深掘り、シー

のピッチイベ

方自治体に対

を踏まえ、第

の取り組みを

らのニーズ紹

らのシーズの

第 1 部を受

写

お招きして「九

、パネルデ

ディスカッシ

内では、活発

しい現状報告

り組みをマッ

るのが九州フ

が過去の実績

ベーションを

産官学民の一

を吹かしてほ

見、提言がな

合わせ、参加者

要望などの声

ズ、民間企業へ

ナンス技術シ

を実施し、その

ムの活動に生

ベント 

の初年度の活

月 24 日に

トを開催した

ズの種まき

ベントのポス

対して、先に行

第 1 部で、九

を述べ、写真

紹介とそれに

の紹介を行っ

受けての 4 テ

写真－3 キ

九州フォーラ

ィスカッショ

ションの様子

発な討議が行

告とともに、

ッチングさせ

フォーラムの

績にとらわれ

を活用してい

一体感をもっ

ほしい」など

なされた。ま

者へ九州フォ

声や、地方自

へは自社の有

シーズについ

の分析を基に

生かして行き

活動の第二弾

に福岡市内に

た。テーマは

」である。図

スターを示す

行ったアンケ

九州フォーラ

－4 に示す 3

に対応した民

った。続く第

テーマ、すな

ックオフフ

ラム

ョン

子を

行わ

「先

せ水

の役

れず、

いく

って、

どの、

また、

ォー

自治

有す

いて

に今

きた

弾と

にて、

は「ニ

図－

す。 

ケー

ラム

3 自

民間

第 2 

なわ

ち①

化技

イン

に分

それ

ター

かれ

成立

とめ

リテ

では

【テ

到

観点

図

   

ォーラムでの

①橋梁点検の

技術、③橋梁

ンフラ管理に

分かれてのグ

れぞれのテー

ーとして配置

れて活発なグ

立を目指した

める。この際

テーターに一

はないことに

テーマ①】橋

到達技術水準

点から３技術

図－3 第一回

のパネルディ

の効率化技術

梁補修の品質

に関する課題

グループ討議

ーマに関す

置し、参加者

グループ討議

た。マッチン

際、グループ

一任しており

に留意したい

橋梁点検の効

準達成度、作

術のマッチン

回ピッチイベ

ィスカッショ

術、②道路管

質向上を図る

題の具体化・

議を行った（

る学識経験

者が 4 グル

議を行い、マ

ングの結果を

プ討議の進行

り、各グルー

い。 

効率化技術 

作業時間及び

ングを図った

ベントのポス

ョン 

管理の効率

る材料、④

・共有化、

（写真－5）。

者をメン

ループに分

マッチング

を以下にま

行はファシ

ープで一様

び安全性の

た。その結

 

スター 

 



果、「橋梁

目視点検

たため、

整を行う

【テーマ

技術概

を対象と

の際、特

った。ニ

効率化を

討しいず

こととな

【テーマ

同テー

が説明し

営施工で

た。マッチ

耐久防水

着性能評

致したた

て調整を

 

【テーマ

化・共有

テーマ

梁点検用マル

検支援技術」

今後実証フ

こととなっ

マ②】道路管

概要、実績及

としてマッチ

特定の技術と

ニーズを発表

を重要な課題

ずれかの技術

なった。 

マ③】橋梁補

ーマに応募さ

した後、ニー

で用いる際の

チングについ

水防食テープ

評価技術」の

ため、今後実

を行うことと

マ④】インフ

有化 

マ④は技術マ

写真－4 

写

ルチコプタを

が、自治体ニ

ィールドの提

た。 

管理の効率化

及び長所等に

チングを図っ

のマッチング

表した自治体

題と捉えてお

術に対して実

補修の品質向

れた5技術の

ズを発表した

の要望や改善

いても議論さ

プ」及び「断面

２技術が自治

証フィール

なった。 

ラ管理に関す

マッチングを

ニーズ及び

写真－5 グ

を利用した近

ニーズと合致

提供に向けて

技術 

ついて、4 技

た。しかし、

グは成立しな

は、日常の業

り、課内で再

実証実験を行

上を図る材料

の特徴を各企

た自治体から

善点が述べら

された結果、

面修復箇所の

治体ニーズと

ドの提供に向

する課題の具

を図るグルー

びシーズの発

ループ会議の

近接

致し

て調

技術

、こ

なか

業務

再検

行う

料 

企業

ら直

られ

「超

の付

と合

向け

具体

ープ

では

化を

結果

課題

複数

の縮

「人

リキ

後こ

化意

見も

当

一弾

方自

内の

で約

アク

られ

たた

行い

動の

 

５.

来

   

発表状況（左

 

   

の状況とファ

はなく、自治

を図るもので

果、「予算」、

題であった。

数の自治体か

縮減を図って

人材育成」に

キュラムの活

これらの課題

意識を高める

も多かった。

当日の参加者

弾と同様に盛

自治体からの

の県別の割合

約 60％を占

クセスの良い

れる。宮崎県

ため、今後は

い、多地域か

の展開が九州

今後の活動

来年度以降も

左：ニーズ発

ァシリテータ

治体の有する

であった。グ

「人材育成」

「予算」にお

から直営施工

ている状況が

に対しては、

活用等のアド

題に対して、

るための情報

 

者については

盛況であった

の参加者は 3

合を見ると福

めていた。福

い地域から多

県、鹿児島県

はより地域に

からの関心を

州フォーラム

動予定と課題

も、九州フォ

発表、右：シ

ターによる総

る課題を抽出

グループ討議

」の 2 つが

おける課題に

工による管

が説明された

国土交通省

ドバイスもさ

維持管理分

報発信が必

は、129 名で

た。しかし、

30％程度であ

福岡県、熊本

福岡で開催し

多く参加し

県からの出席

に根ざしたイ

を集められる

ムの課題であ

題 

ォーラムの活

シーズ発表） 

総括 

出し、共有

議を行った

が共通する

に対して、

理コスト

た。また、

省の研修カ

された。今

分野の重点

要との意

であり、第

国及び地

あり、その

本県の二県

したため、

たと考え

席が無かっ

ベントを

ような活

ある。 

活動として、

 

 



インフラ

援や、オ

ンス技術

どに積極

特に、

地方自治

るため、

めていく

の活動が

ように九

形成に努

活動を図

は、各県

事務所お

であり、

次に、

ラムが組

方フォー

と考える

ラメンテ

方フォー

各地方フ

ついて意

ォーラム

民間シー

場実証試

これらの

ラメンテナン

オープンイノ

術の発掘、マ

極的に取り組

インフラメ

治体の加入状

更なる会員

必要がある

が福岡市に偏

九州各県での

努め、各地域

図る必要があ

県庁、国の道

および地域の

彼らに参加

現在、国内

組織され活動

ーラム間の連

る。平成 30 

テナンス国民

ーラム交流会

フォーラムの

意見交換が行

ムも同様に、

ーズの収集、

試験などの取

の情報の横展

ンスに関わる

ベーションに

ッチングに

組んでいく予

メンテナンス

状況が現在 3

員拡大に向け

る。そのため

偏ることなく

のイベント実

域での草の根

ある。そのた

道路・河川・

の大学・高専

加協力を求め

内で 10 団体

動を展開して

連携がきわめ

年 12 月 6 

民会議の総会

会が開催され

の活動状況と

行われた。い

講演会や自

マッチング

取り組みを展

展開は、現状

図－

る地方自治体

によるメンテ

よる課題解決

定である。 

ス国民会議へ

30 ％程度で

け勧誘活動を

めにも、九州

、図－4に示

実施および拠

根運動的な普

ためのキーマ

港湾などの

専の学識経験

ていきたい。

体の地方フォ

ているが、各

めて重要であ

日に、イン

会に合わせ、

た（写真－6

と抱える課題

いずれの地方

自治体ニーズ

グイベント、

展開している

状は国民会議

－4 九州各県

体支

テナ

決な

 

への

であ

を進

州で

示す

拠点

普及

マン

の各

験者

。  

ォー

各地

ある

ンフ

地

6）。

題に

方フ

ズ・

現

る。

議メ

ルマ

より

れる

 さ

の具

マン

方フ

的に

きわ

 

県での活動の

マガを通じて

り連携しての

る。  

らに、イン

具体的な進め

ンパワーをボ

フォーラムの

に自立可能な

わめて重要な

の展開イメー

写真－6 

てのみ行われ

の情報共有や

ンフラメンテ

め方、そして

ボランティア

の運営体制に

なものとして

な課題である

ージ 

地方フォー

れているが、

や活動の展開

テナンスへの

て、現在、活

アに依存し

について、今

て定着させ

ると考える。

ーラム交流会

今後は、

開が望ま

市民参画

活動経費や

ている地

今後、永続

ることが

 

 

 

 

会 



おわりに  

少子高齢化時代を迎え、国および地方自治体

の財政状態もますます厳しさを増す中、インフ

ラマネジメントに対する国民一人一人の理解

を得て、産官学民の連携によるインフラマネジ

メントに取り組むという国民会議の精神がき

わめて適切かつ重要であるということは誰も

が認めるところである。九州は、これまで歴史

的にも産官学の連携による学協会活動や市民

活動が活発に展開してきたという風土がある。

是非とも、九州の産官学民の連携をより一層強

化し、インフラマネジメントを通じて安全・安

心で、豊かな未来を子孫に残せるよう、各位の

ご理解、ご協力を切望するものである。  

最後に、インフラメンテナンス国民会議九州

フォーラムの活動に参加、協力を戴いた、企画

委員の各機関および会員の方々、そして公益事

業の一環として助成金をご提供戴いた、(一社)

九州建設技術管理協会に対し、深甚ある謝意を

表する次第である。 
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